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はじめに

志木市は、市民の皆様との積極的な対話を通じ、市民一人ひとり

が持っている市民力を生かしながら一体となって、志木市に「ずっ

と住み続けたい」、「住んでみたい」と思えるようなまちづくりを

すすめています。

男女が性別に関わりなく、お互いの人権を尊重しつつ、喜びも責

任も分かち合い、その個性と能力を十分に発揮することのできる男

女共同参画社会の実現が、市の施策を行っていくうえで重要な課題

となっています。

本書は、平成１４年７月１日に施行した『志木市男女共同参画推

進条例』第２７条に基づく年次報告書であり、男女共同参画に関す

るあらゆる施策の実施状況をまとめたものです。

また、本書の構成は、できる限り市民の皆様にわかりやすくお知

らせするよう、平成２８年４月１日に策定した「第５次志木市男女

共同参画基本計画」の基本目標と課題別施策体系に即した表記とし

ています。

本書の編集に当たっては、市の関係部課の職員で組織する『志木

市男女共同参画庁内推進会議』の構成員が、報告資料を作成すると

ともに、公募市民や識見者、事業者等１０人で構成する『志木市男

女共同参画審議会』からのご意見をいただき作成しています。

今後とも、広く市民や事業者等の皆様からのご意見をいただくと

ともに、一層の連携と協力を深め、本市における男女共同参画社会

を推進してまいります。

人権推進室



基本目標 課題

指標　●乳がん・子宮がん検診の受診率

指標　●パートナーから暴力を受けたあと、相談をした人の割合

指標　●ＤＶ被害者に関する相談と保護の件数の推移

指標　●男女共同参画推進月間事業の認知度

第５次志木市男女共同参画基本計画体系　

具体的取組

指標　●固定的役割分担に同感しない人の割合　●市で行う人権啓発事業の参加者数

指標　●職場の中で男女の地位が平等であると感じている人の割合
　　　●男性が育児・介護休業を取得すべきと考える人の割合

指標　●「ワーク・ライフ・バランス」について知っている人の割合　●保育園の定員数
　　　●子育て支援事業への父親の参加率　●避難所の女性への配慮項目数

指標　●職員の昇任選考試験の性別でみた受験比率(主査級以上)
　　　●特定事業主行動計画を理解している職員の割合
　　　●審議会等における女性委員の割合　●民生委員・児童委員の男女の割合　●志民力人材バンク登録者数

１ 男女平等の意識を 

  育む環境づくり 

２ 生涯にわたる 

      心身の健康づくり 

①男女共同参画に関する意識づくりへの取組 

②家庭・職場・地域・学校における男女平等の教育を推進する取組 

③国際的な視野に立った男女共同参画に関する情報収集と発信の取組 

①ライフステージや性別に応じた健康づくりへの支援の取組 

②母子の健康・医療・福祉を進める体制づくりへの取組 

③乳幼児の頃からの男女が互いの性差を理解し、互いを尊重しあう 

 教育の取組 

１ 暴力や性的 
      嫌がらせの根絶に 

      向けた意識啓発 

２ ＤＶ被害者の 
  安全確保を 
  目指した相談 

  支援体制の充実 

①家庭・職場・地域・学校における暴力や性的嫌がらせの根絶に向けた 

 意識啓発への取組 

②配偶者暴力相談支援センター事業の周知への取組 
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①ＤＶ被害者支援のための相談連携体制への取組 

②ＤＶ被害者の自立支援のための連携体制への取組 

③ＤＶ被害者の安全確保のための連携体制への取組 
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Ⅲ １ 働く場における 

  就労環境の整備 
  促進 

①男女の均等な雇用機会の確保と就労環境の待遇改善への取組 

②女性の継続就業・再就職支援の推進と起業などの支援に関する取組 

③男性職員の育児･介護休業制度などの積極的な活用促進への取組 

２ 家庭と地域に 

  おける男女共同 

  参画の推進 

①男女がともに担う子育て・介護に向けた取組 

②家庭や地域における男性にとっての男女共同参画の推進 

③高齢者、障がい者、子どもにやさしい都市空間整備への取組 

④男女共同参画の視点に立った防災対策の取組 
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Ⅳ 
１ 市と市民との 
  協働による男女 

  共同参画の推進 

①男女共同参画のための市民活動への取組 

②市と市民・事業者等との連携による取組 

③市の審議会等における女性参画向上への取組 

④政策決定における女性職員の参画の拡大に向けた取組 

２ 男女共同参画の 

  推進状況の把握 

①男女共同参画に関する実態調査への取組 

②行動計画に関する年次報告書の作成と公表への取組 

③男女共同参画の視点における施策評価の取組 

“ 
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Ⅰ 統計でみる志木市の男女共同参画

１ 人口概況

（１）男女別人口

令和元年 8 月 31 日現在、本市の世帯数は 34,973 世帯、人口は 76,457 人で、

うち男性 37,903 人、女性 38,554 人となっている。

第 2 次ベビーブームと呼ばれる昭和 46 年～49 年生まれ（45 歳～48 歳）を含

む年齢の人口が最も多くなっている。

（２）合計特殊出生率の推移

合計特殊出生率は、国及び県ともに前年度と比較して低下した。本市では、

大規模マンションの建設により子育て世帯の転入が増加したため平成 27 年度は

上昇に転じたが、平成 28 年度以降は低下傾向にあり平成 29 年度は 1.41 であっ

た。※ 合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女性の、年齢別出生率を合計した指標。

１人の女性が平均して一生の間に何人の子どもを産むかを表す。
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（３）高齢化率（老年人口割合の推移）

全人口に占める 65 歳以上の割合を指す高齢化率は、国及び県の平均値よりも

下回っているが、本市では上昇傾向にある。

高齢者の男女別割合でみると、65 歳から 74 歳までは、男女の割合はほぼ同

じであるが、80 歳以上では約 6 割が女性である。

２ 教育環境

（１）小・中学校男女別の管理職数

本市の小学校 8 校と、中学校 4 校における、令和元年度における女性教員の

管理職数は 7 人（前年度比増減なし）となっている。
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（２）小・中学校教員の女性割合

令和元年度における小学校の教員数は、全体では 230 人（前年度比 18 人増）

で、男性 85 人（全体の 37.0%、前年度比 15 人増）、女性 145 人（全体の

63.0%、前年度比 3 人増）で女性教員は男性教員の約 1.7 倍となっている。

なお、教員数のうち、スマート教員注は 23 人（男性 10 人、女性 13 人）であ

る。

中学校の教員数は、全体で 95 人（前年度比 6 人減）であり、男性 55 人（全

体の 57.9%、前年度比 2 人減）、女性 40 人（全体の 42.1%、前年度比 4 人減）

と、男性教員が女性教員の約 1.4 倍となっている。

注 スマート教員とは、小学校で実施している「複数・少人数指導体制」の制度のため

に市費で採用している教員

（３）小・中学校教員の育児休業の取得率

平成 30 年度の育児休業申請件数は女性 22 件、男性 0 件であった。女性教員

に比べ、男性教員は育児休業を取得していない現状がみられる。

男性 85人 

37.0%

女性 145人 
63.0%

小学校教員の男女別状況

小学校
教員

230人

男性 55人 

57.9%

女性 40人 

42.1%

中学校教員の男女別状況

中学校

教員

95人

資料：学校教育課（平成31年4月1日現在）

平成30年度 （単位：件）

育児休業
申請件数 １年以下 ３年以下

女性 22 3 19

男性 0 0 0

合計 22 3 19

資料：学校教育課

育児休業の取得状況

期　　　間
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３ 婦人保護

（１）DV相談件数及び婦人保護件数
婦人保護は、DV による被害から緊急に避難する必要がある女性を県や民間の

保護施設へ措置するものである。

本市では、平成 25 年度に配偶者暴力相談支援センター事業を開始し、市の相

談窓口などに寄せられた相談情報の集約化に努めている。また、平成 30 年度の

保護件数は 0 件であった。

※ DV＝ドメスティック・バイオレンスとは、夫婦間や交際中のパートナーから受ける

身体的、精神的、経済的暴力で、その被害者のほとんどが女性となっている。

※ 配偶者暴力相談支援センター

配偶者からの暴力全般に関する相談窓口で、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護を図るため、相談や相談機関の紹介、被害者及び同伴者の緊急時における安全の確

保、自立して生活することを促進するための情報提供その他の援助などを行っている。

（２）女性相談の実施状況

本市では、平成 13 年度から、DV 被害者の支援と女性が抱える問題の解決を

支援するため、専門の女性心理カウンセラーによる女性相談を実施している。

相談内容について、近年では DV に関連する相談件数の割合が高くなってお

り、平成 30 年度は、14 件（全体の 17.9%）となっている。

また、DV 以外の相談内容として多くみられるのは「夫婦関係」、「親子関係」

となっている。
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４ 仕事と家庭の両立

（１）保育園の定員

本市では、待機児童対策として民間の認可保育園の開園を支援し、平成 31 年

4 月までに民間の認可保育園と小規模保育施設とを合わせて 28 園、定員 1,123
人を整備し、公立保育園と合わせ、定員を 1,573 人まで拡大した。

※ 待機児童＝保育園の入園、利用資格のある児童の保護者が、その児童の保育園（認

可）入園を市町村に申請したにも関わらず、当該市町村域内の保育園の施設定員を超

過する等の理由で入園できない児童を指す。また、平成 29 年度は待機児童の定義の変

更注に伴い、大幅に増加した。

注 待機児童の定義の主な変更点

従来の定義 見直し後の定義

育児休業中
待機児童に含めないことが

できる（自治体の判断）。

入所後の復職の意思が確認できた場合、待

機児童に含める。

特定の施設のみ

希望する場合
待機児童に含めない。

保護者の意思を丁寧に確認し、他の利用可

能な施設等の情報提供を行ったにも関わら

ず、特定の施設を希望し待機している場合

は待機児童に含めない。
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（２）学童保育クラブの定員

学童保育クラブは、小学校 1 年生から 6 年生までの保育を必要とする児童及

び特別な支援が必要な状態にある児童（特別支援学級に通っている児童など）

が利用できる。待機児童数は、増加傾向にあり、令和元年度の待機児童数は 38
人となっている。

※ 児童福祉法改正（平成 27 年 4 月施行）により、対象年齢を「おおむね 10 歳未満」

から「小学校に就学している」児童とした。

（３）仕事と家庭の両立、男性の家事等への参加に関する意識

平成 26 年度に行われた「志木市男女共同参画に関する市民意識調査」の結果

より、女性が結婚・出産後も継続して働き続けるために必要なこととして、

「保育施設等、子育てしやすい環境の整備」、次いで「男性の積極的な家事・

育児参加」が求められていることが分かった。

男女別にみると、男性に比べ女性は「職場や周囲の理解」「介護や子育てな

どの休暇取得」が必要であるとの意見が多くなっている。

男性が家事等に積極的に参加するためには、「仕事と家庭の両立ができる職

場環境の整備」が必要との意見が男女とも半数を超えており、最も多くなって

いる。

次いで「男性の積極的な家事参加」「育児・介護休業制度の一層の普及」が

多くなっている。
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（４）子育て支援事業への父親の参加状況

本市では、女性が結婚・出産後も継続して働き続けるために必要なこととし

て「保育施設など、子育てしやすい環境」に次いで「男性の積極的な家事・育

児参加」という意見が多いことを踏まえ、現在、父親の育児参加を推進する取

組として「お父さん広場」と「ぱぱまある」事業を行っている。この事業の参

加者数に大きな変化はないが、子育て支援センターへ来所する父親は増加して

おり、今後においても、来所しやすい環境づくりや効果的な事業展開を図って

いく。

22.8%

19.9%

18.7%

15.0%

11.8%

5.3%

2.4%

1.2%

2.8%

27.4%

21.7%

16.5%
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11.8%

4.7%

4.7%

1.4%

1.4%
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保育所、学童保育などの

子育てしやすい環境を整える

男性が家事・子育てなどに

積極的に協力する

職場や家族などの周囲が、

女性が働くことへの理解を深める

介護や子育てのための

休暇を取りやすくする

労働時間の短縮や

フレックスタイム制を導入する

介護ヘルパーなど

福祉施策を充実させる

わからない

その他

無回答

男女がともに仕事と家庭を両立していくために必要なこと

女性

男性

54.1%

34.6%

26.4%

14.2%

13.0%

15.9%

6.5%

7.7%

4.5%

2.0%

2.4%

51.9%

26.4%

20.8%

19.3%

17.9%

16.0%

11.3%

6.6%

4.2%

2.8%

1.4%
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仕事と家庭の両立ができる

職場環境の整備

男性の積極的な家事参加
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男女平等意識教育の充実
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啓発運動・相談業務の充実
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家事参加を受け入れること

わからない

その他

無回答

男性が地域活動や家事に積極的に参加するために必要なこと

女性
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資料：平成 26 年「志木市男女共同参画に関する市民意識調査」（回答者数 458 人）
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５ 市職員の男女共同参画の状況

（１）市役所における女性職員の割合

市役所における女性の職員の割合は、平成 28 年度以降増加傾向にあったが、

令和元年度には 44.6%まで減少した。

（２）市役所における女性の役付職員注の割合

市役所における女性の役付職員の割合は、毎年増加傾向にあり、令和元年度

は前年度と比較して 0.5%増加した。

注 役付職員とは、「主査相当職」以上の職員
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（３）市職員の育児休業の取得率

育児休業の取得状況について、平成 30 年度の女性職員の育児休業取得率は

100%となっている。男性職員の配偶者の出産届出は 7 件あったが、育児休業申

請件数は 2 件である。

また、平成 30 年度における育児休業からの復職者数は 7 人であり、復職率は

100%となっている。

６ 地域及び審議会等への参画

（１）町内会長の女性割合

本市の町内会数は、37 町内会である。そのうちの女性町内会長人数は、昨年

度と同様 1 人となっている。
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男性 女性 女性の割合 資料：市民活動推進課

（単位：件、％）

. 出産届出 育児休業 期　　　間 出産届出に対

件数 申請件数 １年以下 ３年以下 する取得率

女性 4 4 1 3 100.0 

男性 7 2 2 0 28.6 

合計 11 6 3 3 54.5 

資料：人事課

市職員の育児休業の取得状況

平成30年度
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（２）町内会副会長の女性割合

女性副会長の割合については、おおむね横ばいで推移しており、令和元年度

は、22.5%になっている。

（３）市議会の参画

市議会における女性議員の割合について、平成 16 年度に 31.6%となって以降

は減少傾向であり、令和元年度は 16.7%の割合となっている。

※ 平成 28 年 4 月 10 日に実施された市議会議員一般選挙より、議員定数は 1 人減少して

14 人となり、平成 29 年 10 月と平成 31 年 3 月に議員が 1 人ずつ減少した。
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（４）審議会等への参画

法令又は条例で設置されている審議会等については、委員の男女構成の均衡

を図るよう努めているが、専門性が要求されるもの、役職に基づき委嘱する場

合もあり、女性委員の割合が伸び悩んでいるのが現状である。

なお、志木市男女共同参画推進条例では 40％を努力目標としており、第 5 次

志木市男女共同参画基本計画で令和元年度までに 35％とする指標を設定してい

る。

※全体の審議会等の数：29
審議会等の委員の総数：306 人（行政委員会を除く）

女性委員がいない審議会等（平成 31 年 4 月 1 日現在）

・志木市市長等政治倫理審査会（3 人）

・公務災害補償等認定委員会（5 人）

・志木市職員懲戒審査委員会（3 人）

・志木市情報公開・個人情報保護審査会（3 人）

・志木市行政不服審査会（3 人）

・志木市消防賞じゆつ金等審査委員会注 (5 人)
・志木市環境審議会（10 人）

・志木市文化財保護審議会（5 人）

※（ ）内は委員総数

注 志木市の非常勤消防団員に対する賞じゆつ金又は殉職者特別賞じゆつ金の授与に関して審査を

行う委員会をいう（志木市消防賞じゆつ金及び殉職者特別賞じゆつ金条例第 5 条）。
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Ⅱ　推進体制

■志木市男女共同参画審議会

　　志木市男女共同参画推進条例第28条の規定により設置

　　委員（市民公募、事業者等、識見を有する者、関係行政職員）：男性5人、女性5人、合計10人　任期：2年

開催日 議　　題　　等 主な内容・意見等

平成31年
2月12日（火）

●平成30年度年次報告書について
●委員からの意見や修正を反映し、市のホームページでの公開
及び市内公共施設（出張所・図書館など）へ配架する。

■志木市男女共同参画庁内推進会議
　　志木市男女共同参画庁内推進会議設置要網により設置

　　構成（関係部課の職員及び人権推進室長）：男性13人、女性21人、合計34人　任期：2年

開催日 議　　題　　等 主な内容・意見等

平成31年
1月28日(月)～
2月1日(金)

●平成30年度版志木市の男女共同参
画推進状況（年次報告書）について

●年次報告書の内容や構成について、確認し、校正を行った。

平成30年度実績　

平成30年度実績　

- 12 -



Ⅲ　埼玉県内での志木市の推進状況

　（埼玉県「市町村における男女共同参画社会の推進に関する施策の推進状況調査」より）

H31.4.1現在

本市の状況 本市の状況 県内平均
県内順位

（63市町村中）

H29.4.1現
在の順位
との比較

男女共同参画に関
する条例

条例制定
志木市男女共同参
画推進条例

市町村議会 女性議員の比率
16.7%

（2/12人）
15.4%

（2/13人）
20.3% 46位

審議会等
（注１）

女性委員の比率
27.5%

（84/306人）
26.7%

（88/330人）
28.3% 33位

管理職相当職の職
員（課長級以上）
における女性職員

比率

17.2%
（11/64人）

16.9%
（10/59人）

14.1% 12位

係長級以上の役付
き職員における女
性職員比率

40.1%
（77/192人）

39.6%
（82/207人）

29.6% 3位

総職員数における
女性職員比率

44.6%
（174/390人）

47.2%
（186/394人）

40.4% 4位

自治会長の
女性比率

自治会長 町内会長の男女比
2.7%

（1/37人）
2.7%

（1/37人）
5.1% 32位

注１　地方自治法第202条の3に基づく審議会等を対象　
注２　技能労務職等を含む全ての職員を対象

H30.4.1現在

平成14年6月24日制定　県内4番目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

分野 対象 調査項目

政策決定過程への
女性の参画状況

市町村職員
(注2)
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Ⅳ　第５次志木市男女共同参画基本計画・具体的取組進捗管理表

基本目標 課題 指　　標 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
令和元年度

目標値

固定的役割分担に同感しない人の割合　【人権推進室】

（市民意識調査 平成2６年度   　　　　　令和元年度）

市で行う人権啓発事業の参加者数　【人権推進室】

（参加者数 平成26年度   　　　　　令和元年度）

乳がん検診の受診率　【健康政策課】 29.0%
（受診率 平成2４年度   　　　令和元年度） H24 29.1%

子宮がん検診の受診率　　【健康政策課】

（受診率 平成2４年度   　　　令和元年度）

※「いろは健康２１プラン(第3期)」による H24 33.7%

パートナーから暴力を受けたあと、相談をした人の割合

　【人権推進室】

（市民意識調査 平成2６年度   　　　令和元年度）

職場の中で男女の地位が平等であると感じている人の割合

　【人権推進室】

（市民意識調査 平成26年度   　　　令和元年度）

男性の育児・介護休業を取得すべきと考える人の割合

　【人権推進室】

（市民意識調査 平成26年度   　　　令和元年度）

ワーク・ライフ・バランスを知っている人の割合

　【人権推進室】

（市民意識調査 平成26年度   　　　令和元年度）

保育園の定員数　【子ども家庭課】

（平成26年度　　　　令和元年度） （増やす）
※「志木市子ども子育て支援事業計画」より （提供体制の確保に努める）

子育て支援事業への父親の参加率　【子ども家庭課】

（参加者数 平成26年度   　　　　　令和元年度）

避難所の女性への配慮項目数　【防災危機管理課】

職員の昇任選考試験の受験比率（主査級以上）　【人事課】 女性  14.3% 12.5% 13.3% 14.1% 15.9% 15.0%

※受験者数÷対象者数（男女別） 男性  18.4% 25.3% 26.3% 20.3% 36.2% 20.0%

特定事業主行動計画を理解している職員の割合　【人事課】

※十分理解できると回答した職員÷特定事業主行動計画に関するアンケー
ト回答数

審議会等における女性委員の割合　【人権推進室】

（平成26年度   　　　令和元年度）

※審議会等における女性委員数÷審議会等における全委員数

民生委員・児童委員の男女の割合　【福祉課】 女性  75.0% 75.0% 65.5% 65.1% 65.4% 60.0%
（平成26年度   　　　令和元年度） 男性  25.0% 25.0% 34.5% 34.9% 34.6% 40.0%
志民力人材バンク登録者数　【市民活動推進課】 女性  23人 61人 64人 65人 68人 100人
（平成26年度   　　　令和元年度） 男性  30人 88人 90人 93人 94人 100人
男女共同参画推進月間事業の認知度　【人権推進室】

（市民意識調査 平成26年度   　　　令和元年度）

　第５次志木市男女共同参画基本計画にある具体的取組に関する事業の指標について、下記のとおり進捗管理の状況を報告し
ます。

1

53.3% 70.0%

1,285人 2,381人 2,520人 2,297人 2,247人 2,000人

2

20.2% 21.3% 19.5% 19.3% （増やす）

22.9%
15.0% 14.8% 8.3% 10.8% （増やす）

Ⅱ 1 30.6% 50.0%

1

27.4% 40.0%

77.1% 100%

51.6% 80.0%

1,063人 1,120人 1,263人 1,296人 1,473人

55.2% 54.0% 51.8% 52.8% 52.9% 60.0%

避難所などにおいては、最大限女性へ配慮した、項目数とする。
※「地域防災計画」及び「避難所運営マニュアル」において配慮すべき項
目（更衣室・授乳室等）

38.0% 45.0%

28.1% 28.5% 29.2% 25.9% 26.7 35.0%

2 30.1% 50.0%

Ⅰ

Ⅲ

2

Ⅳ

1
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Ⅴ　基本計画体系別関係事業実施状況

基  本  目  標 Ⅰ　男女のあらゆる人権が尊重されるまち
課　　　　　　題 １　男女平等の意識を育む環境づくり
施策の方向性 ①　男女共同参画に関する意識づくりへの取組

②　家庭・職場・地域・学校における男女平等の教育を推進する取組
③　国際的な視野に立った男女共同参画に関する情報収集と発信の取組

No. 事業名
施策の
方向性

区分 平成３０年度事業実績 令和元年度事業内容 担当課

1
男女共同参画推進
月間事業

①②③ 継続

○推進事業
・開催日　６月２４日
・参加人数　５６人
○パネル展示
・展示期間　６月１９日～６月２４日
・参加人数　１８５人

　男女共同参画に関連した内容のイベン
トなどを開催し、男女共同参画意識の啓
発を行う。

人権推進室

2 人権研修会 ①②③ 継続

○人権研修会
・実施回数　１０回
・参加人数　３１８人
○人権講演会　
・実施回数　１回
・参加人数　　３０人
○公民館等人権研修会
・実施回数　各館１回
・参加人数　８２５人

　市民に対し、人権に関わる様々なテー
マについて研修会を実施する。

生涯学習課

3
人権啓発活動地方
委託事業
「人権の花」運動

① 継続

・志木第四小学校　参加人数　４年生６５人
・宗岡小学校　　　　参加人数　４年生７９人
・志木第二小学校　参加人数　２年生７４人
・宗岡第三小学校　参加人数　２年生５８人

　花の苗を育てることで命の大切さや相
手を思いやるという基本的人権の尊重の
精神を身につけてもらうことを目的として
事業を展開する。

人権推進室

4
各学校による推進
[教職員対象]

① 継続

○志木市小・中学校人権教育主任会
・開催日　１月２９日
・参加人数　小・中学校教員１２人、管理職２人
○男女平等教育推進委員会
・開催日　６月１３日、９月１２日、１１月１５日
・参加人数　小学校教員１人
○校内研修
　市内各小・中学校において実施した。

　教職員を対象に男女平等教育に関す
る研修会の実施、講演会への参加及び
県教育委員会主催の研修会に積極的に
参加する。

学校教育課

5
各学校による推進
[児童・生徒対象]

① 継続

　市内全小・中学校において実施した。 　児童、生徒を対象に道徳教育、特別活
動等の領域、保健体育、家庭科・技術等
の学習を通して男女平等教育の推進を
図る。

学校教育課

6
男女共同参画推進
月間特別図書展

① 継続

○いろは遊学図書館
・展示期間　６月１日～６月２９日
・展示資料数　６２冊
・貸出冊数　２０冊
・貸出率　３２．２６％
○柳瀬川図書館　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・展示期間　６月２３日～７月２９日　　　　　　　　　　　　　　　　
・展示資料数　９５冊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・貸出冊数　１４冊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・貸出率　１４．７％

　６月に男女共同参画に関する図書を特
別展示し、啓発を図る。

いろは遊学図
書館
柳瀬川図書館

7
いのちを学ぶ人権
講座

② 新規

○いろは遊学館
・実施時期　１０月
・対象　志木小学校児童（いろは遊学館）　　
・参加人数　７５８人（志木小学校児童）
○宗岡第二公民館 
・実施時期　１月
・対象　宗岡第四小学校児童（宗岡第二公民館）
・参加人数　７３人（宗岡第四小学校児童）

市内小学校の児童を対象に命の大切さ
など人権に関わる様々なテーマで講演会
を実施。

いろは遊学館・
宗岡第二公民
館

8
広報しき”SeeSaw
コーナー”による啓
発

② 継続

　DV被害者の支援や、女性が抱える問題の解決を
支援するため、相談窓口の開設日などを紹介した
記事を広報しき１１月号に掲載した。

　広報しき内において男女共同参画情報
のための専門コーナー“SeeSaw”を年１
～２回掲載し、より多くの市民へ届くよう
情報の提供を行う。

人権推進室

9 人権教室 ② 継続

・宗岡第四小学校　参加人数　４年生７５人
・いろは保育園　　参加人数　年長クラス１６人

　人権擁護委員による命の大切さや相手
を思いやるという基本的人権尊重の精神
を身につけてもらうことを目的に事業を展
開する。

人権推進室

　　「第５次志木市男女共同参画基本計画」の体系に基づき、市で実施する関係事業について、平成３０年度事業実績及び令和元年度
事業内容は、次のとおりです。
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基  本  目  標 Ⅰ　男女のあらゆる人権が尊重されるまち
課　　　　　　題 ２　生涯にわたる心身の健康づくり
施策の方向性 ①　ライフステージや性別に応じた健康づくりへの支援の取組

②　母子の健康・医療・福祉を進める体制づくりへの取組
③　乳幼児の頃からの男女が互いの性差を理解し、互いを尊重しあう教育の取組

No. 事業名
施策の
方向性

区分 平成３０年度事業実績 令和元年度事業内容 担当課

1 各がん検診事業 ① 継続

・個別検診　実施時期　５月～２月
・集団検診　実施時期　９月以降計１０回
・受診者数　胃がん　２，６８７人、肺がん　５，０３７
人、大腸がん　５，３３９人、子宮頸がん　２，０１８
人、乳がん　２，６０９人、前立腺がん　２，０５９人、
胃がんリスク　８３８人

　国の指針に基づき、がん等の疾病を早
期に発見し、早期治療に結びつけること
を目的に、健診受診の促進を図る。

健康政策課

2
特定健康診査・特
定保健指導

① 継続

　特定健診の個別健診では７月から１２月まで実施
し、集団健診では９月から２月までに１０回実施し
た。
　また、特定健康診査の受診勧奨事業については、
ＡＩを活用した効果的な受診勧奨を業者に委託し実
施した。
○平成３０年度速報値
・特定健診受診者数　４,４０１人
・特定健診受診率　４２．１%
・特定保健指導者数　１０２人
・特定保健指導実施率　１８．６%

　４０～７４歳の国民健康保険被保険者
に対し、「特定健康診査」を行い、健診結
果から、「動機付け支援」「積極的支援」
の特定保健指導を行う。また、特定保健
指導対象外でリスク保有者については運
動教室を実施し、重症化予防を図る。
　また、今年度は朝霞地区4市で「診療情
報提供事業」を各市で実施するなど、さら
なる受診率の向上に努め、集団健診で
は「結果説明会」を開催し、特定保健指
導の実施率向上や要精検者に対する
フォローも行う。

健康政策課

3
いろは健康21プラ
ン推進事業

① 継続

　５月に実施した第４回ノルディックウォーキング・
ポールウォーキング全国大会では、９８２人が参加
し大会を盛り上げた。
　また、このノルディックウォーキング・ポールウォー
キングの普及に伴い、市内には自主サークルが立
ち上がるなど市民が自主的に活動する場を提供す
ることができた。
　さらに、本市の目玉事業である、いろは健康ポイン
ト事業についても、県の３年間の補助金が平成２９
年度で終了したところであるが、財政状況の厳しい
中、引き続き、自主財源で実施していくなど、参加者
も２,７１８人まで増加した。

　平成３１年３月に策定した、いろは健康
２１プラン（第４期）では「みんなで進める
健康寿命日本一のまちづくり」を基本理
念に、特定健康診査・特定保健指導やい
ろは健康ポイント事業など従来の事業を
継続していくとともに、新規事業として、
子どもの健康づくりプロジェクト（足部機
能・骨格発達支援事業等）やリスクの高
い対象者に対する歯科検診、さらには高
齢者のフレイル対策など、次世代を担う
子どもや若者、高齢者まで全ての市民の
健康づくりを支援するため、本計画に位
置付けた事業を推進していく。

健康政策課

4
子どもと家庭の相
談室

② 継続

○相談室
・年間相談件数　１,０６１件
○やる気をだす子育て練習法
・前期、後期各１回　修了者数　１９人
・ダイジェスト版参加人数　３３人

　児童福祉向上のため、１８歳未満の子
どものいる家庭のあらゆる問題について
家庭児童相談員が相談に応じる。

子ども家庭課

5 養育支援訪問事業 ② 継続

　養育支援申請者なし。 　児童の養育に対する支援が必要な状
況にある家庭に対して、養育の支援、指
導を実施する。

子ども家庭課

6
児童発達相談セン
ター

② 継続

　関係機関とは随時連絡を取り情報を共有し、ま
た、就学時に配慮が必要な児童については教育サ
ポートセンターの就学相談につなげる等連携を図っ
た。
・年間相談延べ人数　１,４６３人（内訳：親子による
グループ支援３１８人、保育園・幼稚園・子育て支援
センターへの巡回相談２７６人、専門職による個別
相談等　５１５人）

　家族等が児童の発達について気になっ
たり、子どもを育てにくいと感じた時に、
気軽に相談できる窓口となり、切れ目の
ない支援を行っていく。

子ども家庭課

7
子宮頸がんHPV併
用検診

② 継続

・受診者数　１，４７６人 　３０歳以上６６歳未満の女性を対象に、
これまで実施していた「細胞診」に加え、
より精度の高い検診にするため、「HPV
検査」を実施する。

健康政策課

8 歯科口腔保健事業 ② 継続

○受診者数　
・５歳児親子いっしょに歯科検診　５歳児　１５３人、
保護者　１３７人
・成人期歯科検診　５４人
・３歳児健診フッ化物塗布（年１２回）　５７４人
・むし歯予防教室（年７回）　１０３人
・歯科衛生士講話（年４回）　１０３人　　　　　　

　「５歳児親子いっしょに歯科検診」と、５
０歳を対象とした「成人期歯科検診」を実
施し、各検診に要する費用を全額公費助
成する。
　また、３歳児健診時におけるフッ化物塗
布、乳幼児を対象としたむし歯予防教
室、歯科衛生士等による講話を行い、歯
と口腔に関する意識啓発事業を実施す
る。

健康増進センター
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9
乳幼児健診および
保健指導事業

② 継続

○乳幼児健診
・３か月児健診　対象者数７０４人、受診者数６８０人
・９か月児健診　対象者数６８２人、受診者数６５２人
・１歳６か月児健診　対象者数７１３人、受診者数６８
１人
・３歳児健診　対象者数７２６人、受診者数６７７人
○事後指導者数
・３か月児健診事後指導者数　１１３人
・９か月児健診事後指導者数　９３人
・１歳６か月児健診事後指導者数　５２人
・３歳児健診事後指導者数　１６人

　乳幼児の健全な育成を図るため、健康
診査を実施し、疾病の早期発見、育児不
安への対応等の保健指導及び事後指導
を行う。

健康増進センター

10 乳幼児健康相談 ② 継続

乳幼児出張健康相談
・実施回数　１６回
・相談件数　９８件

　乳幼児の健康の保持、増進のため、ま
た養育者の育児支援のため、就学前の
希望者を対象に身体計測や保健師、栄
養士による健康相談を関連機関と連携し
ながら実施する。

健康増進センター

11
パパママ学級・ネオ
パパ講座

② 継続

○パパママ学級（一回３コース、年各６回）
・参加者数　２６４人
○ネオパパ講座（年６回）
・参加者数　５７人

　初めて親となるプレパパ、ママに対し、
講話や実習を通して妊娠、出産に対する
正しい知識の普及と友達づくりを進め、
自信を持って育児に臨めるよう支援す
る。また、親になる前に育児について学
ぶとともに、パートナーとの互いの理解を
深め、父親の育児参加を促す。

健康増進センター

12 離乳食教室 ② 継続

　月齢に合わせた離乳食の進め方の講話、試食、
身体測定を実施した。
○参加人数
・ゴックン（年１２回） ４５３人　
・モグモグ（年６回）　１５７人　　
・カミカミ（年６回）    １３２人　　

　乳児の正しい食習慣を確立し、幼児食
へのスムーズな移行を支援する。離乳食
の進め方、調理方法等必要な情報を提
供できる離乳食教室を開催する。 健康増進センター

13
母子保健推進員活
動

② 継続

母と子の健康づくりを中心に活動を行った。
・妊産婦・乳幼児・その他の家庭訪問数　1,６３２回
・三世代・子育て支援交流会の開催数　１２回
・乳幼児健診への協力(年４８回)　２４７人
・保健事業等への協力(年１８回)　７２人

　母子保健推進員が、家庭訪問や子育
てを支援する地域活動を行い、母子の健
康の保持増進を図る。妊産婦・乳幼児等
を対象とした家庭訪問、乳幼児地区健康
相談の実施、三世代・子育て支援交流会
の開催、健診・保健事業等や保健事業の
保育への協力。要保護児童対策地域協
議会へ参加する。

健康増進センター

14 妊婦健康診査 ② 継続

　安心安全な出産を確保し、子どもの健全育成を図
るため、公費負担による妊婦健診を実施した。
・対象　埼玉県市町村妊婦健康診査標準実施要項
に規定する委託機関以外の日本国内の医療機関
(助産所を含む)において妊婦健康診査と同等の健
康診査を受けた妊婦
・実施日　４月１日
・受診者数　７８人

　安心安全な出産を確保し、子どもの健
全育成を図るため、公費負担による妊婦
健診を実施する。

健康増進センター

15
新生児・妊産婦・未
熟児訪問指導

② 継続

・妊産婦　実人数６８０人、延人数８１６人
・新生児　実人数４０人、延人数７７人
・未熟児　実人数１５人、延人数１６人
・乳児　実人数６４５人、延人数７４０人

　新生児、妊産婦又は乳幼児の家庭を保
健師、助産師が訪問し、妊娠、出産、育
児等に必要な指導を行い、異常を早期発
見し、治療に結びつける。あわせて育児
相談に応じることによって、児が健やか
に成長し、安心して育児ができるように支
援する。

健康増進センター

16 女性の健康チェック ② 継続

・実施回数　１０回
・受診者数　１６２人

　健診を受ける機会がない１８～４０歳未
満の女性を対象に、疾病の早期発見と
生活習慣病の予防のため健康診査を実
施する。保育あり。

健康増進センター

17 こころの相談 ② 継続

・実施回数　１２回
・相談件数　３２件
・相談者数　３９人

　こころの病気や様々な悩み事をもつ市
民、精神障がい者を抱える家族の相談を
受け、支援を行う。対象/精神保健相談
を希望する人または家族　内容/精神科
医、心理カウンセラーによる面接相談

健康増進センター

18 健康相談 ② 継続

電話・訪問・面接相談実施延べ人数
・４０歳未満　２５６人
・４０～６４歳　６７２人
・６５歳以上　４７７人

　生活習慣病予防等を目的に保健師等
が電話・訪問・面接等で助言指導を行う。

健康増進センター

19 おっぱいケア訪問 ② 継続

・実施延べ件数　１０６件 　産後９０日以内の不安のある産婦を対
象に実施回数上限２回まで、助産師が家
庭訪問し、おっぱいケアや授乳に関する
相談、実技の指導等を実施する。

健康増進センター

20 育児サポート事業 ② 継続

・実施件数　１件 　安心して子育てできる環境づくりを目指
して実施する『しきっ子あんしん子育てサ
ポート事業』の一環として、心身に不調が
あり、家族などからの支援が得られない
産後９０日以内の産婦に、助産師等の専
門職を派遣し、育児サポートを実施する
ことにより、育児負担の軽減、順調な育
児を支援する。

健康増進センター
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21
【再掲】
男女共同参画推進
月間事業

③ 継続

○推進事業
・開催日　６月２４日
・参加人数　５６人
○パネル展示
・展示期間　６月１９日～６月２４日
・参加人数　１８５人

　男女共同参画に関連した内容のイベン
トなどを開催し、男女共同参画意識の啓
発を行う。

人権推進室

22
各保育園による取
組[園児対象]

③ 継続
　日常の保育において、様々な経験を通して、各園
ともに育成を図った。

　保育園の日常の中で、男女平等の意
識づくりを推進する。 子ども家庭課

23
【再掲】
各学校による推進
[児童・生徒対象]

③ 継続

　市内全小・中学校において実施した。 　児童、生徒を対象に道徳教育、特別活
動等の領域、保健体育、家庭科・技術等
の学習を通して男女平等教育の推進を
図る。

学校教育課

24 【再掲】人権研修会 ③ 継続

○人権研修会
・実施回数　１０回
・参加人数　３１８人
○人権講演会　
・実施回数　１回
・参加人数　　３０人
○公民館等人権研修会
・実施回数　各館１回
・参加人数　８２５人

　市民に対し、人権に関わる様々なテー
マについて研修会を実施する。

生涯学習課

基  本  目  標 Ⅱ　お互いの性を尊重し、不安や暴力を生まないまち
課　　　　　　題 １　暴力や性的嫌がらせの根絶に向けた意識啓発
施策の方向性 ① 家庭・職場・地域・学校における暴力や性的嫌がらせの根絶に向けた意識啓発への取組

② 配偶者暴力相談支援センター事業の周知への取組

No. 事業名
施策の
方向性

区分 平成３０年度事業実績 令和元年度事業内容 担当課

1
各保育園による取
組[園職員対象]

① 継続

　子どもセーフティネット連絡会議で、児童虐待防止
に関する意識の啓発と情報の共有を行った。
　また、要保護児童対策地域協議会研修会で、要
保護児童対策の実務者及び関係職員の支援スキ
ル向上を図った。
・開催日　６月６日、８月２２日

　各保育園職員に向け、暴力等により心
の傷を受けた児童やその保護者への適
切な対応について研修の機会を設け、支
援体制づくりを進める。 子ども家庭課

2 各学校による推進 ① 継続

○小・中学校長等人権教育研修会
・開催日　５月１７日
・参加人数　小・中学校長１２人
○人権感覚育成指導者研修会
・開催日　７月３１日
・参加人数　小学校教員１人　
○児童虐待防止サポーター研修
・開催日　７月３０日
・参加人数　小・中学校教員２人
○小・中学校人権教育担当者研修会
・開催日　８月７日
・参加人数　小・中学校教員１２人

　県教育委員会主催の管理職及び教職
員を対象にした、男女平等教育に関する
研修会、講演会に参加する。

学校教育課

3
ＤＶ対策ネットワー
ク研修会・講演会

② 継続

　講演を行い、ＤＶ被害者支援についての知識を深
めた。
・開催日　１１月１３日
・参加機関　１７機関

　ＤＶ被害者支援対策のため、担当者間
で知識や情報の共有を行い、迅速かつ
適切な対応に備える。

子ども家庭課

4 【再掲】人権研修会 ② 継続

○人権研修会
・実施回数　１０回
・参加人数　３１８人
○人権講演会　
・実施回数　１回
・参加人数　　３０人
○公民館等人権研修会
・実施回数　各館１回
・参加人数　８２５人

　市民に対し、人権に関わる様々なテー
マについて研修会を実施する。

生涯学習課

基  本  目  標 Ⅱ　お互いの性を尊重し、不安や暴力を生まないまち
課　　　　　　題 ２　ＤＶ被害者の安全確保を目指した相談支援体制の充実
施策の方向性 ①　ＤＶ被害者支援のための相談連携体制への取組

②　ＤＶ被害者の自立支援のための連携体制への取組
③　ＤＶ被害者の安全確保のための連携体制への取組

No. 事業名
施策の
方向性

区分 平成３０年度事業実績 令和元年度事業内容 担当課

1 女性相談 ① 継続

・開催日　４７日
・相談件数　７８件

　女性を対象に、ＤＶ被害や夫婦関係等
の女性の悩みに対して適切な指導助言
を行う。

子ども家庭課

2
行政相談・人権相
談・法律相談

① 継続

・行政相談　毎月１回（相談件数　１２件）
・人権相談　毎月１回（相談件数　２４件）
・法律相談　毎週１回（相談件数　３１５件）

　市民生活に関する相談及び苦情を適
正に処理し、市民の福祉向上を図るた
め、行政相談、人権相談及び法律相談を
実施する。

総合窓口課

- 18 -



3
民生委員・児童委
員活動の推進

① 継続

　社会奉仕の精神を持って、常に住民の立場になっ
て相談に応じ、及び必要な援助を行い、社会福祉の
向上に努める民生委員活動を推進した。

　社会奉仕の精神を持って、常に住民の
立場になって相談に応じ、及び必要な援
助を行い、社会福祉の向上に努める民
生委員活動を推進する。

福祉課

4
市民合同相談・各
種相談業務情報交
換会

① 継続

・開催日　１０月２日
・相談件数　行政相談（３件）、人権相談（５件）、法
律相談（１件）、消費生活相談（３件）、女性相談（１
件）、司法書士相談（1件）

　相談員間の連携を図ることを目的とし、
市で実施している各種相談を合同で実施
することにより、多様化する相談に、各専
門分野の相談員が連携して応じること
で、適切かつ円滑に問題の解決に導く。

総合窓口課

5
ＤＶ対策ネットワー
クの活用

② 継続

　講演を行い、ＤＶ被害者支援についての知識を深
めた。
・開催日　１１月１３日
・参加機関　１７機関

　ＤＶ被害者支援対策のため、担当者間
で知識や情報の共有を行い、迅速な対
応に備える。

子ども家庭課

6
志木市職員のセク
シュアル・ハラスメ
ント等の防止と対

② 継続
　全職員を対象とした公務員倫理研修に、ハラスメ
ント問題も盛込み実施した。

　市職員に対して問題意識の啓発を継続
して行う。 人事課

7
住民基本台帳事務
における支援措置

③ 継続

　相談窓口などが連携し合い、被害者を支援や保
護につなげる体制を整えている。

　ＤＶ、ストーカー行為等及び児童虐待等
の加害者が、住民基本台帳の一部の写
しの閲覧、住民票の写し等の交付、戸籍
の附票の写しの交付の制度を不当に利
用することを防止し、被害者の安全を確
保する。

総合窓口課

8 生活保護扶助 ② 継続

　ＤＶ被害者の相談窓口などと連携して、生活保護
制度を活用し、ＤＶ被害者の最低限度の生活の保
障や自立に向けた支援につなげる体制を引き続き
整えている。

　生活保護受給者への支援及びＤＶ被害
者を含む生活困窮者への最低限度の生
活保障、自立の助長を支援する。　

福祉課

9 一時保護 ② 継続

　相談窓口などが連携して、ＤＶ被害者を確実に支
援や保護につなげる体制を整えている。

　配偶者、恋人、同棲相手等からの暴力
による被害者の相談に応じ、一時保護の
支援を行うことで女性や子どもたちの身
の安全を確保する。

子ども家庭課

10
国民健康保険被保
険者資格の取扱い

② 継続

　相談窓口などが連携して、確実にＤＶ被害者を支
援や保護につなげる体制を整えている。

　避難中のＤＶ被害者の事情を考慮し、
住民登録の条件を満たしていなくても国
保の被保険者とする。

保険年金課

11
ＤＶ対策庁内連携
会議

③ 継続

　講演を行い、ＤＶ被害者支援についての知識を深
めた。
・開催日　１１月１３日
・参加機関　１７機関

　実際にＤＶ被害者への対応を行う場合
に、担当者間で情報の共有を行い、迅速
かつ適切な対応を行う。

子ども家庭課

基  本  目  標 Ⅲ　仕事と生活の調和がとれた、ふれあいあふれるまち
課　　　　　　題 １　働く場における就労環境の整備促進
施策の方向性 ①　男女の均等な雇用機会の確保と就労環境の待遇改善への取組

②　女性の継続就業・再就職支援の推進と起業などの支援に関する取組
③　男性職員の育児･介護休業制度などの積極的な活用促進への取組

No. 事業名
施策の
方向性

区分 平成３０年度事業実績 令和元年度事業内容 担当課

1
ジョブスポットしきに
おける就労支援

①② 継続

　ジョブスポットしきにおいて職業の紹介及び就職
相談に対する助言を行い、年間就職件数は２０７人
であった。
　また、ハローワーク朝霞と協力し、シニア向け就職
面接会を開催した。

　志木市と埼玉労働局の協定に基づき設
置した「ジョブスポットしき」において、埼
玉県や東京都を中心とした求人情報の
紹介及び職業相談を実施する。また、各
種就労支援セミナーや合同就職面接会
を実施し、就労支援の充実を図る。

産業観光課

2
企業人権問題研修
会

① 継続

・開催日　５月１６日
・参加人数　４２人

　人権問題に対する理解と認識を深め、
公正な採用の促進と人権尊重の推進を
図るために講演会を実施する。

人権推進室

3
キャリアカウンセリ
ング

① 継続

　毎月第１・第４月曜日に無料のキャリアカウンセリ
ングを実施し、相談者のライフスタイル等に配慮した
個別相談を実施した。
・実施回数　２２回

　毎月第１・第３月曜日に無料のキャリア
カウンセリングを実施し、相談者のライフ
スタイル等に配慮した個別相談を実施す
る。

産業観光課

4
障がい者等就労支
援センター事業

① 継続

○新規登録者
・障がい者　３４人
・生活保護者　３３人
○新規就労者
・障がい者　４８人
・生活保護者　１４人
○障がい者定着支援等企業訪問件数　２６９件

　市役所内でハローワーク朝霞の相談員
と市の支援員が一体的に支援を実施し、
身近な市役所できめ細やかな就労支援
や就職後の　職場定着のための支援を
行っている。

福祉課

5 就職支援セミナー ② 継続

　仕事と子育ての両立を考える女性を対象とした就
労支援セミナーを２回実施した。

　仕事と子育ての両立を考える女性を対
象とした就労支援セミナーを実施し、自
己分析や就職活動の進め方等サポート
を図る。

産業観光課
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6 【再掲】人権研修会 ③ 継続

○人権研修会
・実施回数　１０回
・参加人数　３１８人
○人権講演会　
・実施回数　１回
・参加人数　　３０人
○公民館等人権研修会
・実施回数　各館１回
・参加人数　８２５人

　市民に対し、人権に関わる様々なテー
マについて研修会を実施する。

生涯学習課

基  本  目  標 Ⅲ　仕事と生活の調和がとれた、ふれあいあふれるまち
課　　　　　　題 ２　家庭と地域における男女共同参画の推進
施策の方向性 ①　男女がともに担う子育て・介護に向けた取組

②　家庭や地域における男性にとっての男女共同参画の推進
③　高齢者、障がい者、子どもにやさしい都市空間整備への取組
④　男女共同参画の視点に立った防災対策の取組

No. 事業名
施策の
方向性

区分 平成３０年度事業実績 令和元年度事業内容 担当課

1 お父さん広場 ①② 継続

・対象　未就学児と子育て中の保護者
・実施回数　１１回
・参加人数　子ども１２５人、保護者１４６人（父８８
人、母５８人）
・内容　ボールあそび、電車を作ってあそぼう、ふれ
あい遊び等

　広場を通し共感できる仲間づくりを応援
する。父親の育児参加を推進する。

いろは子育て
支援センター

2 ぱぱまある ①② 継続

・対象　未就学児と子育て中の保護者
・実施回数　８回
・参加人数　子ども１１５人、保護者１１１人(父４８
人、母６３人)
・内容　お花紙あそび、ふれあいあそび、身体をうご
かすあそび等

　未就学児と子育て中の保護者を対象
に、父親の子育て参加を促進するための
情報提供や子どもとの遊び方、仲間づく
りを提供する。

西原子育て支
援センター

3
志木市職員の育児
休業等の取得促進

① 継続

　対象職員に制度の説明をするとともに、取得につ
いて促した。

　男女平等な育児、介護休暇取得を促進
する。すべての職種の職員が、男女を問
わず、子が３歳に達する日まで育児休業
することができる。部分休業又は、育児
短時間勤務を小学校就学前まで取得す
ることができる。

人事課

4
民設民営保育園支
援事業

① 継続

　認可保育園１７園及び小規模保育施設１０園に対
し、保育施設委託費を支給した。

　待機児童対策として、魅力ある民設民
営保育園の開園の支援及び運営費に対
する補助金を助成する。

子ども家庭課

5 保育スタッフ事業 ① 継続

　市主催各種事業へ、延べ２６７人の保育スタッフを
派遣し、延べ４００人の保育を実施し、事業参加者
の負担軽減を図った。

　市の事業に参加する市民の幼児を一
時保育する（必要に応じて各課ごとに保
育スタッフを依頼し、各課予算内で支
出）。

子ども家庭課

6 保育時間の延長 ① 継続

　認可保育園及び小規模保育施設全園において、
保育時間の延長を行い、多様化する保護者の就労
形態に対応した。

　就労形態の多様化や通勤時間の増加
等に対応するように、認可保育園等で保
育時間を延長する。

子ども家庭課

7 乳児保育の充実 ① 継続
　認可保育園及び小規模保育施設全園において、
０歳児保育の受け入れを実施した。

　低年齢児の保育需要の増加に対応し
た保育を実施する。 子ども家庭課

8
学童保育クラブの
充実

① 継続

　平成２７年度より、これまでの３年生から６年生へ
対象学年の引き上げを図り保育を実施している。
　また、平成３０年度より、１小学校にて放課後子ど
も教室と一体型の放課後志木っ子タイムを実施して
いる。

　共働きなどの事情による日中留守家庭
の児童小学校１年生から６年生までを市
内８か所で保育する。 子ども家庭課

9
ファミリー・サポー
ト・センター事業

① 継続

・会員数　計１，２４６人（内訳：まかせて会員１２３人　
お願い会員１，０１７人　両方会員１０６人）
・利用件数　２，３８９件
・入会説明会及び入会講習会　４８回（参加延人数
２５０人）
・会員講習会及び交流会　５回（参加延人数６０人）
・センターだより発行　月１回

　育児援助を受けたい人と援助ができる
人で会員組織をつくり、子育て家庭を支
援する。また、支援のための講座や交流
会を実施する。

子ども家庭課

10
保育園における地
域交流事業

① 縮小

　保育園において、乳幼児を対象とした地域交流事
業や世代間交流事業を実施した。
・地域交流事業参加者数　約２４０人
・世代間交流事業参加者数　約５５０人

　保育園に求めるニーズに応えるため地
域における子育て支援策として、公立保
育園において乳幼児の親子を対象として
あそぼう会（園庭開放、保育園生活体
験、子育て講座、子育て相談の実施）を
実施している。

子ども家庭課

11 子育て交流サロン ① 拡充

　子育て支援センター事業に拡大し、子育て支援セ
ンタぷちまあるとして運営している。
・開所日　毎週火曜・水曜・木曜 （開所日数：１４９
日）
・場所　１１月まではプラウドシティ志木本町のカ
フェ、１２月からは市民会館。
・利用者数　児童２，８８６人　保護者２，７５５人
・情報提供数　３６４件　相談件数　４４９件

　プラウドシティ志木本町２階のシーズ
ン・カフェにおいて、子育て中の親子の交
流を図るとともに、子育てに関する情報
提供及び相談を受ける等、子育て家庭を
支援する。

子ども家庭課

- 20 -



12 ぴあたいむ ① 継続

　子育てに不安や負担を感じ、孤立感や子育ての
自信を失いかけている母親を対象に行っているグ
ループワーク事業を実施した。
・実施回数　６回
・参加人数　１９人

　子育てに不安や負担を感じ、孤立感や
子育ての自信を失いかけている母親を
対象にグループワーク事業を実施し、自
分自身を見つめ直し、ゆとりと自信を持っ
て育児に臨めるように支援する。ファシリ
テーターは心理専門職、保育あり。

健康増進センター

13
家庭教育支援事業 
応援しよう　赤ちゃ
んファミリー

① 継続

　０歳児をもつ家庭に交流の場を提供し、家庭教育
を支援した。
・実施時期　５月～翌３月（全９回）
・対象　０歳児をもつ家庭
・参加人数　延べ４１４人（大人＋子ども）

　０歳児を持つ家庭に交流の場を提供し
家庭教育を支援する。

いろは遊学館

14
ママ・サプリ～ママ
が元気になる処方
箋～

① 継続

　参加型ワークを通じて子育てのヒントを発見し、子
育てが楽しくなる方法、仲間づくりの場を提供してい
る。
・実施時期　１１月、１２月（全４回）
・対象　１歳児～未就学児の保護者
・参加人数　延べ１９人（大人＋子ども）

　１歳児～未就学児の保護者を対象に、
参加型ワークを通して子育てのヒントを
発見し、子育てが楽しくなる方法、仲間づ
くりの場を提供する。

いろは遊学館

15
なかまほいく「春
にーにょ」

① 変更

　親子いっしょの遊び、預け合い、親のリフレッシュ・
親同士の仲間作りなどを行うことで、支え合いの子
育てを支援している。
・実施時期　５月～７月（全１０回）
・対象　０歳～３歳の子どもとその保護者
・参加人数　延べ１５９人（大人＋子ども）

　０歳～３歳の子どもとその保護者を対
象に、親子いっしょの遊び、預け合い、親
のリフレッシュ・親同士の仲間作りなどを
行うことで、支え合いの子育てを支援す
る。

いろは遊学館

16 赤ちゃん広場 ① 継続

・実施回数　１０回
・参加人数　子ども２１４人、保護者２１３人
・内容　赤ちゃん絵本の紹介、スキンシップあそびな
ど

　はいはいをする前の赤ちゃんとその保
護者を対象とした、仲間づくりの推進や
育児相談を行うひろば。

いろは子育て
支援センター

17 遊びの広場 ① 継続

・延べ利用者数　子ども８,６０５人、保護者７,７５１人 　施設を開放し、子育て中の親子同士の
交流の場の提供を行う。また、子育てに
関する相談や情報提供をし、安心して子
育てができる親子の居場所づくりを行う。

いろは子育て
支援センター

18 すこやか相談 ① 継続

・公開相談件数　２７件
・個別相談件数　１３件

　子どもとの関わり方、発達に関するこ
と、母親自身の悩みを専門の相談員が
相談を受けることで、育児不安の軽減を
図り、虐待を予防する。

いろは子育て
支援センター

19 おでかけにこまある ① 新規

・実施回数　３回
・参加人数　子ども７２人、保護者６８人
・内容　体操やリズム遊びなど

　２歳以上の親子を対象に広い場所で身
体を動かし、同年齢の子どもを持つ保護
者の仲間づくりを推進する。

いろは子育て
支援センター

20 青空にこまある ① 新規

・実施回数　４回
・参加人数　子ども４７人、保護者３９人
・内容　親子で自由あそび

　近隣の公園に出かけて親子で外遊びを
楽しみ、子育ての仲間づくりを促進する いろは子育て

支援センター

21
宗岡子育て支援セ
ンターの地域子育
て支援拠点事業

① 継続

・開館日数　３３５日（秋ヶ瀬スポーツセンター９日、
総合福祉センター３２６日）
・あそびの広場　利用者数　１７,７６５人
・子育て支援事業・相談事業等　利用者数　１２,５７
３人

　児童福祉法に基づく地域子育て支援拠
点として、子育て家庭の保護者、乳幼児
等に対する支援を行うために、子育て親
子の交流の場の提供と交流促進を中心
とした事業を行う。

宗岡子育て支
援センター

22 おやこ広場 ① 継続

前期（５月）
・実施回数　４回
・参加人数　７０人
後期（１０月）
・実施回数　４回
・参加人数　１１３人

　２歳未満の子どもと親を対象に、子育て
に必要な知識と、親子で楽しみながら、
仲間づくりなど家庭教育の大切さについ
て学ぶ。 宗岡公民館

23
重症心身障がい児
短期入所事業

① 継続

・利用延べ人数　１１人
・利用延べ日数　４８日

　重症心身障がい児(者）の介護者が介
護できないときのために、朝霞地区４市
で心身障害児総合医療療育センターの
短期入所ベット１床を確保し、介護者の
負担軽減を図っている。

福祉課

24
日中一時介護者支
援事業

① 継続

・利用実人数　１３人
・利用件数　１８３件

　在宅の障がい者を介護する家族の負
担軽減などのために、日中一時的に障
がい者（児）を施設等で介護する。

福祉課

25
後見ネットワークセ
ンター事業

① 廃止

○相談
・相談支援（実人数）　　５１６人
・相談種別（延べ件数）　１，４８１件
○市民後見人養成講座
・養成講座(基礎講座)　 受講者数　４０人
・養成講座（実践研修）　受講者数　４９人
・フォローアップ研修　　  受講者数　２９人
○成年後見制度講演会・シンポジウム
・開催日　１０月１５日
・参加人数　４０１人

　認知症や知的障がい、精神障がいなど
で判断能力が不十分な人に対して、後見
制度の相談や周知・啓発を行うとともに、
市民後見人を養成する。
（事業から、組織へと変更。）

長寿応援課
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26

いきがいサロン事
業
街なかふれあいサ
ロン事業

① 継続

○いきがいサロン事業
・いきいきサロン　
　延べ利用者数　１２，６４５人　　開館日数　２９１日
・ふれあいサロン
　延べ利用者数　３，２７５人　　　開館日数　２３２日
○街なかふれあいサロン事業
・スペース・わ
　延べ利用者数　４，２８２人　　　開館日数　２６０日
・ふれあいサロンあざみ
　延べ利用者数　１，３１２人　　　開館日数　２４３日
・いろは元気サロン本町
　延べ利用者数　１，１２３人　　　開館日数　２４４日

　市内在住の６０歳以上の方を対象に高
齢者が自主的に集って仲間をつくり、教
養や健康の向上、社会奉仕活動、地域
社会との交流、レクリエーションなどの活
動をするいきがいサロン事業を実施す
る。
　市内在住の６０歳以上の方を対象に空
き店舗を活用し、見守りや声かけを中心
とした福祉活動を実施する街なかふれあ
いサロン事業を実施する。

長寿応援課

27
介護予防普及啓発
事業

① 継続

○シニア体操教室
・利用実人数　２９４人
・開催回数　１０８回　　
○脳リフレッシュ教室
・利用実人数　１２１人
・開催回数　８０回　　
○からだづくり教室
・利用実人数　６３人
・開催回数　３６回

　シニア体操教室、脳リフレッシュ教室、
からだづくり教室を６５歳以上の高齢者を
対象に市内各地で開催し、高齢者の健
康保持に努める。

長寿応援課

28
シニアボランティア
スタンプ制度

① 継続

・登録者数　２００人　
・登録介護事業所数　２０か所　
・換金申請数　９２人　２１７，０００円

　元気な６５歳以上の人が、生きがいを
感じながら自立して暮らしていくことを目
的とし、市が指定する地域貢献活動や登
録介護施設等でのボランティア活動に参
加した場合に、一定のスタンプを加算し、
たまったスタンプに応じて地域で使えるお
買物券に交換する。平成３０年度からシ
ニアボランティアスタンプ制度に変更と
なっている。

長寿応援課

29 親子料理講座 ① 新規

　親子で参加できる料理教室を実施した。メニュー
は自宅でできる簡単なレシピとした。
・開催日　６月２４日
・参加人数　１８人（子ども１０人　大人８人）

　親子でたのしむ料理教室。食育を兼ね
たクッキングの場の提供。対象　未就学
児と小学生までのきょうだいとその保護
者。　宗岡子育て支援センター　児童セン
ター共催

宗岡第二公民館

30
【再掲】
母子保健推進員活
動

① 継続

　母と子の健康づくりを中心に活動を行った。
・妊産婦・乳幼児・その他の家庭訪問数　1,６３２回
・三世代・子育て支援交流会の開催数　１２回
・乳幼児健診への協力(年４８回)　２４７人
・保健事業等への協力(年１８回)　７２人

　母子保健推進員主催事業のひとつ。子
育て家族の孤立を防ぐため、遊びやおも
ちゃづくり等を通して地域の人や、他の親
子との交流の場を提供し、子育てを支援
する環境づくりを推進する。

健康増進センター

31 男性相談 ② 継続
・開催日　４６日
・相談件数　３件

　男性からの相談に心理カウンセラーが
対応する。 子ども家庭課

32
県施行街路事業促
進事業

③ 継続

　用地買収を１件実施した。 　埼玉県が施行する街路事業に対し、事
業費の一部（国庫補助金を除く事業費の
２０％）を負担する。中央通停車場線第３
工区の事業に平成２９年度から着手して
いることから、早期完成が図られるよう協
力する。

都市計画課

33
生活道路快適化事
業

③ 継続

　市道第２２０３号線道路改良工事を実施した。
○整備概要
・延長　２４６．３ｍ
・幅員　[工事前]３．３～５．９ｍ→[工事後]４．０～
５．９ｍ
・施設　道路排水施設（Ｕ字側溝３５４.５３m,集水桝
７ヶ所）、道路舗装（１,０３５.３㎡）、区画線（歩行者
用グリーンベルト片側２３９.４ｍ）

　身近な生活道路における狭あい道路や
水たまり等の解消を図るため、道路拡幅
や交通安全対策をあわせて実施し、市民
が安全で安心して通行できる道路環境の
整備を図る。

道路課

34
公園のバリアフリー
化・遊具の改善

③ 継続

　館第一児童公園、館第二児童公園の園路及びト
イレ改修工事、富士前東児童遊園地のトイレ改修
工事を実施した。
・改修件数　３件

　公園の園路や広場、トイレなどのバリア
フリー化を図るとともに、高齢化社会に対
応した公園となるよう改修する。 都市計画課

35

被災時の避難所に
おける、女性が積
極的に参画できる
体制づくり

④ 継続

　志木市地域防災計画へ引き続き女性に配慮した
避難所の運営について記載し、地区災害対策本部
員の配置についても、各避難所ごとに女性職員の
配置をした。

　被災時の避難所における男女のニーズ
の違いや復興段階における女性をめぐる
問題に対し、自主防災組織やボランティ
ア組織などで女性が積極的に参画できる
体制づくりを促進する。

防災危機管理課

基  本  目  標 Ⅳ　“市民力”を活かして男女共同参画の推進を図るまち
課　　　　　　題 １　市と市民との協働による男女共同参画の推進
施策の方向性 ①　男女共同参画のための市民活動への取組

②　市と市民・事業者等との連携による取組
③　市の審議会等における女性参画向上への取組
④　政策決定における女性職員の参画の拡大に向けた取組

No. 事業名
施策の
方向性

区分 平成３０年度事業実績 令和元年度事業内容 担当課

1
男女共同参画市民
団体との協働事業

① 継続

　市内の市民団体と連携を図りながら、６月に男女
共同参画推進事業を実施した。
・開催日　６月２４日
・参加人数　５６人

　市民が参加する会議や事業等で市と市
民が連携した男女共同参画の推進を図
る。 人権推進室
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2
志民力人材バンク
(まちづくり推進バン
ク）

① 拡充

　１年を通して５件の申請があり、登録者１６２人の
うち５人が活用した。

　「市民力」が活きる協働のまちづくりを
推進するため、知識、経験、資格などを
持った市民の皆さんを志民力人材バンク
に登録し、市の各種審議会や審査会の
委員などに登用する。

市民活動推進課

3

【再掲】
広報しき“SeeSaw
コーナー”における
活動団体等の掲載

② 継続

　DV被害者の支援や、女性が抱える問題の解決を
支援するため、相談窓口の開設日などを紹介した
記事を広報しき１１月号に掲載した。

　広報しき内において男女共同参画情報
のための専門コーナー“SeeSaw”を年１
～２回掲載し、より多くの市民へ届くよう
情報の提供を行う。

人権推進室

4
積極的格差是正措
置（目標値の設定）

③ 継続
　女性のいない審議会等については、理由を確認し
女性職員を登用するよう依頼した。

　女性のいない審議会等に対し、格差是
正を求める。 人権推進室

5
男女平等な昇任選
考制度の実施

④ 継続
　対象者に男女を問わず部局長から所属長を通じ、
受験について促した。

　男女平等な昇任選考制度を実施する。
対象は昇任選考実施要綱に基づく対象
者。

人事課

6
特定事業主行動計
画の推進

④ 継続
　家事・育児などをしながら活躍できる職場環境の
整備目標を設定し、促進した。

　子育て支援に基づく事業を全職員を対
象に促進する。 人事課

基  本  目  標 Ⅳ　“市民力”を活かして男女共同参画の推進を図るまち
課　　　　　　題 ２　男女共同参画の推進状況の把握
施策の方向性 ①　男女共同参画に関する実態調査への取組

②　行動計画に関する年次報告書の作成と公表への取組
③　男女共同参画の視点における施策評価の取組

No. 事業名
施策の
方向性

区分 平成３０年度事業実績 令和元年度事業内容 担当課

1

女性活躍推進法に
基づく特定事業主
行動計画の推進

① 継続

　採用や管理職の登用など女性職員の割合を設定
し、結果を公表した。

　女性職員の活躍を推進していくため、
現状分析に基づき目標を設定し、取り組
む。

人事課

2 年次報告書の作成 ② 継続

　男女共同参画に関する施策の推進状況等を報告
書にまとめ、ホームページに掲載、市内公共施設へ
配架した。

　条例の定めにより毎年、市の男女共同
参画の推進状況を公表する。

人権推進室

3
男女共同参画審議
会

③ 継続
　市の男女共同参画の推進状況等を審議するた
め、２月に男女共同参画審議会を開催した。

　計画の進捗管理、苦情に対する受付・
処理を行う。 人権推進室
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